
平成16年11月11日平成17年 3月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 青 木 あ す な ろ 建 設 株 式 会 社 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 1 8 6 5 本社所在都道府県 東 京 都
（ＵＲＬ http://www.aaconst.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 市 木 　 良 次
問合せ先責任者 役 職 名 取 締 役 管 理 本 部 長

氏 名 村 上 　 邦 治 Ｔ Ｅ Ｌ(      )0 3 5 4 1 9 － 1 0 1 2

中間決算取締役会開催日 平 成 1 6 年 1 1 月 1 1 日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 単元株制度採用の有無 有（１単元    500株）

1. 16年 9月中間期の業績 （平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日）
( 1 ) 経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期       48,762    222.3        1,600 －        1,629 －
15年 9月中間期       15,128     △0.2          △37 －          △79 －

16年 3月期       40,548 －        1,140 －          898 －

1 株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 ( 当 期 ) 純 利 益
％ 円 銭百万円

16年 9月中間期        7,135 －         109.07
15年 9月中間期         △123 －          △3.86

16年 3月期          375 －          11.73

( 注 ) 1.期中平均株式数 16年 9月中間期     6 5 , 4 2 1 , 7 8 5株 15年 9月中間期     3 1 , 9 9 1 , 6 4 3 株
16年 3月期     3 1 , 9 9 1 , 0 6 4株

2.会計処理方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 ) 配当状況
( 注 )16年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
16年 9月中間期           0.00 － 特別配当 － 円－銭
15年 9月中間期           0.00 －

16年 3月期 －           5.00

( 3 ) 財政状態
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1 株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
16年 9月中間期      100,691       49,207     48.9         754.09
15年 9月中間期       31,522        3,850     12.2         120.36

16年 3月期       37,990        4,363     11.5         136.41
( 注 ) 1.期末発行済株式数 16年 9月中間期     6 5 , 2 5 4 , 0 4 3 株 15年 9月中間期     3 1 , 9 9 1 , 0 8 0 株

16年 3月期     3 1 , 9 8 9 , 8 4 3 株
2.期末自己株式数 16年 9月中間期        3 4 5 , 9 5 7 株 15年 9月中間期          8 , 9 2 0 株

16年 3月期         1 0 , 1 5 7 株

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）
1 株当たり年間配当金

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期      118,000        3,500        9,000           5.00           5.00

( 参考 ) 1 株当たり予想当期純利益 ( 通期 )         137円92銭

（ 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。 ）
上 記 の 予 想 は 、 発 表 日 現 在 で 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ い て 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 、 今 後
様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。



<一株当たり業績指標の算定基礎＞<一株当たり業績指標の算定基礎＞<一株当たり業績指標の算定基礎＞<一株当たり業績指標の算定基礎＞

｢期中平均株式数｣｢期中平均株式数｣｢期中平均株式数｣｢期中平均株式数｣
（自己株式控除後）

種　　　類 16年9月中間期 16年3月期 15年9月期

普通株式（上場） 49,421,785株 31,991,064株 31,991,643株

16,000,000株 0株 0株 ＜注＞

計 65,421,785株 31,991,064株 31,991,643株

｢期末発行済株式数｣｢期末発行済株式数｣｢期末発行済株式数｣｢期末発行済株式数｣
（自己株式控除後）

種　　　類 16年9月中間期 16年3月期 15年9月期

普通株式（上場） 49,254,043株 31,989,843株 31,991,080株

16,000,000株 0株 0株 ＜注＞

計 65,254,043株 31,989,843株 31,991,080株

｢当中間期間中の発行済株式数の増加｣｢当中間期間中の発行済株式数の増加｣｢当中間期間中の発行済株式数の増加｣｢当中間期間中の発行済株式数の増加｣

発行年月日 発行形態 株式種類 増加株数 資本組入額

平成16年4月1日 合併による新株普通株式 17,600,000株 1,672百万円

割当交付 Ａ種株式
(無議決権普通株式) 16,000,000株 1,520百万円 ＜注＞

計 33,600,000株 3,192百万円

＜注＞Ａ種株式（非上場）の内容＜注＞Ａ種株式（非上場）の内容＜注＞Ａ種株式（非上場）の内容＜注＞Ａ種株式（非上場）の内容

　　①議決権がないこと以外は普通株式と異ならない株式

　　②取締役会の決議により、普通株式に転換することができ、この場合、Ａ種株式は普通株式に
　　　1対1の比率で、無償で転換される。

｢一株当たり業績指標の算式｣｢一株当たり業績指標の算式｣｢一株当たり業績指標の算式｣｢一株当たり業績指標の算式｣

一株当たりの業績指標は、A種株式が普通株式と同等の株式であるため、以下のとおり、
Ａ種株式の株式数と普通株式の株式数を合計して算定している。

（16年9月中間期の業績）

○　　1株当たり中間純利益
中間純利益

普通株式の期中平均株式数　＋　Ａ種株式の期中平均株式数

○　　1株当たり株主資本
中間期末株主資本

中間期末の普通株式の発行済株式数　＋　中間期末のＡ種株式の発行済株式数

（17年3月期の業績予想）

○　　1株当たり予想当期純利益（通期）
予想当期純利益

中間期末の普通株式の発行済株式数　＋　中間期末のＡ種株式の発行済株式数
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Ａ種株式（無議決権普通株式、非上場）

Ａ種株式（無議決権普通株式、非上場）



6.個 別 中 間 財 務 諸 表6.個 別 中 間 財 務 諸 表6.個 別 中 間 財 務 諸 表6.個 別 中 間 財 務 諸 表

(1)(1)(1)(1) 中中中中 間間間間 貸貸貸貸 借借借借 対対対対 照照照照 表表表表

（単位　百万円 ）

前中間会計期間末  当中間会計期間末 前  事  業  年  度

要 約 貸 借 対 照 表

科  目　   　     　   　　   　期  別

金          額 構成比 金          額 構成比 金          額 構成比

（資 産 の  部）        % % %

Ⅰ流　動　資　産

現 金 預 金 3,689 21,651 2,386

受 取 手 形 2,972 20,479 8,076

完 成 工 事 未 収 入 金 10,893 25,792 16,420

有 価 証 券 - 2,054 -

販 売 用 不 動 産 372 - 204

未 成 工 事 支 出 金 2,058 5,258 908

未 収 入 金 - 7,876 143

繰 延 税 金 資 産 265 1,214 114

そ の 他 975 500 405

貸 倒 引 当 金 △  60 △  106 △  13

　流　動　資　産　合　計 21,167 67.2 84,720 84.1 28,647 75.4

Ⅱ固　定　資　産

有  形  固  定  資  産 1,938 2,352 1,822

無  形  固  定  資  産 32 105 30

投 資 そ  の  他 の  資 産

投 資 有 価 証 券 1,539 5,655 1,565

長 期 貸 付 金 26 80 25

破 産 債 権 、 更 生 債 権 等 1 1,149 1

長 期 保 証 金 - 1,615 324

長 期 未 収 入 金 158 1,277 177

財 務 支 援 契 約 付 債 権 5,839 5,423 5,548

繰 延 税 金 資 産 1,402 2,280 1,168

そ の 他 631 416 136

貸 倒 引 当 金 △  1,214 △  4,385 △  1,457

        投資そ の 他の 資産計 8,384 13,512 7,489

　固  定  資  産  合　計 10,355 32.8 15,970 15.9 9,343 24.6

資　産　合　計 31,522 100.0 100,691 100.0 37,990 100.0

（平成16年3月31日現在）  （平成16年9月30日現在）（平成15年9月30日現在）
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（単位　百万円 ）

前中間会計期間末  当中間会計期間末 前  事  業  年  度

要 約 貸 借 対 照 表

科  目　   　     　   　　   　期  別

金          額 構成比 金          額 構成比 金          額 構成比

（負 債 の  部） % % %

Ⅰ流　動　負　債

支 払 手 形 6,160 6,046 9,145

工 事 未 払 金 6,690 16,146 9,030

短 期 借 入 金 6,422 4,362 10,002

未 払 金 - 2,047 139

未 払 法 人 税 等 26 258 40

未 成 工 事 受 入 金 1,591 8,116 964

預 り 金 - 3,138 238

完 成 工 事 補 償 引 当 金 30 143 27

賞 与 引 当 金 177 722 150

そ の 他 532 1,360 182

　流　動　負　債　合　計 21,631 68.6 42,344 42.0 29,923 78.8

Ⅱ固　定　負　債

長 期 借 入 金 3,531 168 1,334

退 職 給 付 引 当 金 2,481 8,709 2,337

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 27 22 30

そ の 他 0 240 -

　固　定　負　債　合　計 6,040 19.2 9,139 9.1 3,703 9.7

負　債　合　計 27,671 87.8 51,484 51.1 33,626 88.5

（資 本 の  部）

Ⅰ資    本    金 1,808 5.7 5,000 5.0 1,808 4.8

Ⅱ資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 2,020 23,766 2,020

　資　本　剰　余　金　合　計 2,020 6.4 23,766 23.6 2,020 5.3

Ⅲ利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 - 500 -

別 途 積 立 金 - 9,900 -

中 間 未 処 分 利 益 0 10,098 499

　利　益　剰　余　金　合　計 0 0.0 20,498 20.4 499 1.3

Ⅳそ の 他有価証券評価差額金 22 0.1 217 0.2 37 0.1

Ⅴ自己株式 △  1 △  0.0 △  274 △  0.3 △  2 △ 0.0

3,850 12.2 49,207 48.9 4,363 11.5

負 債 資 本 合 計 31,522 100.0 100,691 100.0 37,990 100.0
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資　本　合　計

（平成15年9月30日現在）  （平成16年9月30日現在）（平成16年3月31日現在）



(2)中 間 損 益 計 算 書(2)中 間 損 益 計 算 書(2)中 間 損 益 計 算 書(2)中 間 損 益 計 算 書

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前  事  業  年  度

　　　　　　　　　　　期　　別 要 約 損 益 計 算 書

科　　目

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

Ⅰ 売　上　高 % % %

完 成 工 事 高 14,871 48,762 40,132

不 動 産 事 業 売 上 高 257 - 416

売 上 高 計 15,128 100.0 48,762 100.0 40,548 100.0

Ⅱ 売上原価

完 成 工 事 原 価 13,660 43,987 36,528

不 動 産 事 業 売 上 原 価 252 - 372

売 上 原 価 計 13,912 91.9 43,987 90.2 36,900 91.0

売上総利益

完 成 工 事 総 利 益 1,211 4,775 3,604

不 動 産 事 業 総 利 益 5 - 43

売 上 総 利 益 計 1,216 8.1 4,775 9.8 3,648 9.0

Ⅲ 販売費及び 一般管理費 1,253 8.3 3,175 6.5 2,507 6.2

営 業 利 益 △  37 △  0.2 1,600 3.3 1,140 2.8

Ⅳ 営業外収益

受 取 利 息 7 11 13

受 取 配 当 金 42 78 42

そ の 他 3 15 8

営 業 外 収 益 計 52 0.3 105 0.2 64 0.2

Ⅴ 営業外費用

支 払 利 息 84 60 173

販 売 用 不 動 産 評 価 損 10 - 113

そ の 他 0 15 19

営 業 外 費 用 計 95 0.6 76 0.2 306 0.8

経 常 利 益 △  79 △  0.5 1,629 3.3 898 2.2

Ⅵ 特別利益

厚 生 年 金 基 金 解 散 益 - 5,532 -

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0 - -

そ の 他 - 42 1

特 別 利 益 計 0 0.0 5,575 11.4 1 0.0

Ⅶ 特別損失

固 定 資 産 売 却 損 21 9 75

減 損 損 失 - 1,127 -

合 併 関 係 費 用 - 566 18

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 - 310 -

本 社 移 転 関 係 費 用 84 - 84

そ の 他 3 179 5

特 別 損 失 計 109 0.7 2,193 4.4 184 0.5

税引前中間 ( 当期 )純利益 △  188 △  1.2 5,011 10.3 715 1.7

法人税､住民税及び 事業税 20 209 51

法 人 税 等 調 整 額 △  86 △  2,333 288

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 △  123 △  0.8 7,135 14.6 375 0.9

前 期 繰 越 利 益 124 339 124

合併に より 引き 継い だ 未処分利益 - 2,669 -

合 併 交 付 金 - △  46 -

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 0 10,098 499

（単位　百万円 ）

（自　平成15年4月01日）
（至　平成16年3月31日）

（自　平成15年4月01日）
（至　平成15年9月30日）

（自　平成16年4月01日）
（至　平成16年9月30日）
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＜中間財務諸表作成の 基本とな る 重要な事項＞ 

１．資産の 評価基準及び 評価方法 

① 有価証券 

(1) 満期保有目的債券  ……… 償却原価法（定額法） 

(2) 子会社株式及び 関連会社株式 ……… 移動平均法に よる 原価法 

(3) そ の 他有価証券     

時価の あ る も の  ……… 中間決算日の 市場価格等に 基づ く時価法（評価差額は 全部資本直入法 

に より処理し、売却原価は 移動平均法に より算定して い る 。） 

時価の な い も の  ……… 移動平均法に よる 原価法 

② た な 卸資産 

未成工事支出金 ……… 個別法に よる 原価法 

 

 ２．固定資産の 減価償却の 方法 

① 有形固定資産 ……… 定率法 

但し、平成 10 年 4 月 1 日以降に 取得した 建物（附属設備を除く）に つ い て は 定額法を採用して い る 。 

   な お 、耐用年数及び 残存価額に つ い て は 、法人税法に 規定す る 方法と同一の 基準に よって い る 。 

② 無形固定資産 ……… 定額法 

な お 、償却年数に つ い て は 、法人税法に 規定す る 方法と同一の 基準によって い る 。 

但し、自社利用の ソ フトウ ェ アに つ い て は 、社内に お け る 利用可能期間（5年）に 基づ く定額法に よって い る 。 

 

３．引当金の 計上基準 

① 貸倒引当金 ……………… 

 

 

 

売上債権、貸付金等の 貸倒に よる 損失に 備え る た め 、一般債権に つ い て は

貸倒実績率に より 、貸倒懸念債権等特定の 債権に つ い て は 個別に 回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上して い る 。 

 

 な お 、貸倒懸念債権等の うち平成 12 年 10 月の 親会社の 異動に 際して前

の 親会社で あ る ㈱小松製作所と締結した 財務支援に 関す る 契約に 基づ く

保証対象債権( 財務支援契約付債権 )に つ い て は 、担保処分に よる 回収

見込額の ほ か 、同社か らの 債権回収保証見込額を控除して貸倒引当金を

設定して い る 。 

 

② 完成工事補償引当金 …… 

 

 

③ 賞与引当金 ……………… 

完成工事に 係る か し担保の 費用に 備え る た め 、当中間会計期間末に 至る １

年間の 完成工事高に 対す る 将来の 見積補償額に 基づ い て計上して い る 。 

 

従業員の 賞与の 支給に 充て る た め 、当中間会計期間に 負担す べ き賞与支

給見込額を計上して い る 。 

 

④ 退職給付引当金 ………… 

 

従業員の 退職給付に 備え る た め 、当事業年度末に お け る 退職給付債務の

見込額に 基づ き、当中間会計期間末に お い て 発生して い る と認め られ る 額

を計上して い る 。 

過去勤務債務は 、そ の 発生時の 従業員の 平均残存勤務期間以内の 一

定の 年数（5年 ）に よる 定額法に より費用処理して い る 。 

数理計算上の 差異は 、そ の 発生時の 従業員の 平均残存勤務期間以内

の 一定の 年数（5年 ）に よる 定額法に より按分した 額をそ れ ぞ れ 発生の 翌事

業年度か ら費用処理す る こととして い る 。 
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⑤ 役員退職慰労引当金 …… 役員の 退職慰労金の 支給に 備え る た め 、内規に 基づ く中間期末要支給額

を計上して い る 。 

 

４．リース 取引の 処理方法 

リース 物件の 所有権が 借主に 移転す る と認め られ る も の 以外の ファ イ ナンス ・リース 取引に つ い て は 、通常

の 賃貸借取引に 係る 方法に 準じた 会計処理に よって い る 。 

 

５．そ の 他中間財務諸表作成の た め の 基本とな る 重要な事項 

① 長期請負工事の 収益計上処理 

工期 1 年以上の 工事に つ い て は 、工事進行基準に よって い る 。 

                  前中間会計期間  当中間会計期間  前事業年度 

完成工事高の うち工事進行基準に よった も の    12,209 百万円   35,485 百万円   28,426 百万円 

 

② 消費税等の 会計処理 

消費税等の 会計処理は 、税抜方式に よって い る 。 

 

＜会計処理の 変更＞ 

   固定資産の 減損に 係る 会計基準（｢固定資産の 減損に 係る 会計基準の 設定に 関す る 意見書｣（企業会計審議 

会 平成 14 年 8 月 9 日））及び ｢固定資産の 減損に 係る 会計基準の 適用指針｣（企業会計基準適用指針第 6 号 

平成 15 年 10 月 31 日）が 平成 16 年 3 月 31 日に 終了す る 事業年度に 係る 財務諸表か ら適用で きる ことに な っ

た ことに 伴い 、当中間会計期間か ら同会計基準及び 同適用指針を適用して い る 。 

  これ に より 、税引前中間純利益は 1,127 百万円減少して い る 。な お 、減損損失累計額に つ い て は 、改正後の

中間財務諸表等規則に 基づ き各資産の 金額か ら直接控除して い る 。 

 

＜表示方法の 変更＞ 

（中間貸借対照表関係） 

①  ｢販売用不動産｣は 、資産総額の 100分の 1以下とな った た め 、｢未成工事支出金｣に 含め て記載す る ことと

した 。 

な お 、当中間会計期間末の ｢未成工事支出金｣に 含まれ る ｢販売用不動産｣の 金額は 143 百万円で あ る 。 

②  ｢未収入金｣は 、資産総額の 100 分の 5 を超え た た め 、区分掲記した 。 

な お 、前中間会計期間末は 、流動資産の ｢そ の 他｣に 418 百万円含まれ て い る 。 

③  ｢長期保証金｣は 、金額的重要性が 増した た め 、区分掲記した 。 

な お 、前中間会計期間末は 、固定資産の ｢そ の 他｣に 401 百万円含まれ て い る 。 

④  ｢未払金｣は 、金額的重要性が 増した た め 、区分掲記した 。 

な お 、前中間会計期間末は 、流動負債の ｢そ の 他｣に 58 百万円含まれ て い る 。 

⑤  ｢預り金｣は 、金額的重要性が 増した た め 、区分掲記した 。 

な お 、前中間会計期間末は 、流動負債の ｢そ の 他｣に 303 百万円含まれ て い る 。 

 

（中間損益計算書関係） 

①  前中間会計期間まで区分掲記して い た ｢不動産事業売上高｣｢不動産事業売上原価｣｢不動産事業総利益｣ 

は 、｢売上高｣総計に 占め る 不動産事業売上高の 割合が 軽微とな った た め 、｢完成工事高｣｢完成工事原価｣

｢完成工事総利益｣に 各々 含め て記載す る こととした 。 

な お 、当中間会計期間に 含まれ る 各々 の 金額は 、不動産事業売上高 232 百万円、不動産事業売上原価

246 百万円、不動産事業総利益△ 13 万円で あ る 。 

 

②  ｢販売用不動産評価損｣は 、営業外費用の 合計額の 100 分の 10 以下とな った た め 、営業外費用の ｢そ の

他｣に 含め て記載す る こととした 。 
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な お 、当中間会計期間の 営業外費用の ｢そ の 他｣に 含まれ る ｢販売用不動産評価損｣の 金額は 3百万円で  

あ る 。 

＜注  記  事  項＞ 

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

1．有形固定資産の 減価償却累計額 

 

2．担保に 供して い る 資産 

 

3．財務支援契約付債権 

当社は 、平成 12 年 10 月の 親会社

の 異動に 際し、前の 親会社で あ る  

㈱小松製作所と財務支援に 関す る 契

約を締結して お り 、保証対象債権に 対

して は 、4,257百万円を上限として債権

回収が 保証され て い る 。そ の 金額は

回収等に より 減少し、当該期末で は 次

の とお り で あ る 。 

 

4. 保証債務 

手付金保証額等 

862 百万円 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.253 百万円 

 

 

1,550 百万円 

3,165 百万円 

 

116 百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.062 百万円 

 

 

551 百万円 

834 百万円 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.075 百万円 

 

 

923 百万円 

 

（中間損益計算書関係） 

 

1．減価償却実施額 

      有形固定資産 

      無形固定資産 

前中間会計期間 

 

20 百万円 

01 百万円 

当中間会計期間 

 

35 百万円 

20 百万円 

前事業年度 

 

36 百万円 

03 百万円 

 

2．減損損失 

当中間会計期間に お い て 、当社は 以下の 資産グ ループに つ い て減損損失を計上した 。 

資産グ ループ 種類 場所 減損損失 

建物、土地 東京都北区他 7件 建   物  227 百万円 

土   地  717 百万円 

 

処分予定資産 

投資不動産 兵庫県淡路町他 6件 投資不動産 182 百万円 

 

当社は 、建設事業用資産は 本店単位で 、処分予定資産は 個々 の 物件単位で 、資産の グ ルーピング を行っ

て い る 。 

処分予定資産の うち 、継続的な地価の 下落に より 、回収可能価額が 帳簿価額を著しく低下した と認め られ る

土地及び 建物並び に 投資不動産に つ い て は 、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,127 百万円）として特別損失に 計上した 。 

な お 、当該不動産の 回収可能価額は 、正味売却価額に より 測定し、不動産鑑定士に よる 鑑定評価額も しく

は 固定資産税評価額を用い て算定した 。 
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① リース 取引関係 

 

ＥＤＩＮＥＴに よる 開示を行うた め 、記載を省略して い る 。 

 

 

② 有価証券関係 

当中間会計期間末（平成 16 年 9 月 30 日現在） 

 

   子会社株式及び 関連会社株式で時価の あ る も の  

 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 751 百万円 1,000 百万円 249 百万円 

関連会社株式 832 百万円 698 百万円 △ 134 百万円 

 

前中間会計期間、前事業年度に お い て は 、子会社株式及び 関連会社株式で時価の あ る も の は な い 。 

 


